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 この説明中、歳入歳出補正予算事項別明細書における歳入、歳出については、予算審議の便に

供するため、議決科目である款項を予算執行科目の目節と同時に記載し、表罫二本線（  ）

で議決科目と執行科目の区分を明確化したものである。 
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一  般  会   計
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1  総    括

  （歳　　入）

千円 千円 千円

  1 市税 149,700,000    -    149,700,000    

  2 地方譲与税 3,635,000    -    3,635,000    

  3 利子割交付金 65,000    -    65,000    

  4 配当割交付金 824,000    -    824,000    

  5 株式等譲渡所得割交付金 703,000    -    703,000    

  6 分離課税所得割交付金 145,000    -    145,000    

  7 法人事業税交付金 2,060,000    -    2,060,000    

  8 地方消費税交付金 20,229,000    -    20,229,000    

  9 ゴルフ場利用税交付金 92,000    -    92,000    

 10 環境性能割交付金 629,000    -    629,000    

 11 軽油引取税交付金 5,746,000    -    5,746,000    

 12 国有提供施設等所在市町村助成交付金 342,000    -    342,000    

 13 地方特例交付金 1,287,537    -    1,287,537    

 14 地方交付税 33,521,947    500,000    34,021,947    

 15 交通安全対策特別交付金 398,000    -    398,000    

 16 分担金及び負担金 741,325    -    741,325    

 17 使用料及び手数料 4,257,778    -    4,257,778    

 18 国庫支出金 86,376,945    6,144,500    92,521,445    

 19 県支出金 21,559,737    -    21,559,737    

 20 財産収入 625,865    -    625,865    

 21 寄附金 2,978,000    -    2,978,000    

 22 繰入金 26,543,148    -    26,543,148    

 23 繰越金 7,615,103    236,500    7,851,603    

 24 諸収入 9,927,172    -    9,927,172    

 25 市債 34,754,000    -    34,754,000    

414,756,557    6,881,000    421,637,557    

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  （歳　　出）

款

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  1 議会費 967,771 - 967,771 

  2 総務費 39,063,646 92,300 39,155,946 56,659 35,641 

  3 民生費 122,487,312 5,092,700 127,580,012 5,046,745 45,955 

  4 衛生費 60,543,016 - 60,543,016 

  5 労働費 440,221 - 440,221 

  6 農林水産業費 6,382,011 - 6,382,011 

  7 商工費 9,880,581 1,696,000 11,576,581 1,041,096 654,904 

  8 土木費 48,136,320 - 48,136,320 

  9 消防費 12,693,679 - 12,693,679 

 10 教育費 65,857,000 - 65,857,000 

 11 災害復旧費 12,000,000 - 12,000,000 

 12 公債費 36,205,000 - 36,205,000 

13 予備費 100,000 - 100,000 

414,756,557 6,881,000 421,637,557 6,144,500 736,500 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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2  歳    入

千円 千円 千円

 14 地方交付税 33,521,947  500,000  34,021,947  

  1 地方交付税 33,521,947  500,000  34,021,947  

  1 地方交付税 33,521,947  500,000  34,021,947  

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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（歳　入）  14   地方交付税

節   

千円

地方交付税 500,000  地方交付税の交付見込に伴うもの

金 額
説 明

区 分
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千円 千円 千円

 18 国庫支出金 86,376,945  6,144,500  92,521,445  

  2 国庫補助金 29,402,005  6,144,500  35,546,505  

  1 総務費国庫補助金 877,935  56,659  934,594  

  2 民生費国庫補助金 5,046,538  5,046,745  10,093,283  

  6 商工費国庫補助金 1,097,316  1,041,096  2,138,412  

補 正 額 計款　　項　　目 補 正 前 の 額
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（歳　入）  18   国庫支出金

節   

千円

物価高騰対応 56,659  再エネ・省エネ推進事業費に対するもの

重点支援地方

創生臨時交付

金

物価高騰対応 5,046,745  障害福祉施設等物価高騰対策費助成事業費に対するもの　　　　　　　１２，８７０千円

重点支援地方 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金追加支給事業費に対するもの

創生臨時交付 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，９７４，１４４千円

金 介護施設等物価高騰対策費助成事業費に対するもの　　　　　　　　　５９，７３１千円

物価高騰対応 1,041,096  中小事業者等電力量料金高騰対策支援事業費に対するもの　　　　　３９０，４１１千円

重点支援地方 中小事業者等省エネ設備導入支援事業費に対するもの　　　　　　　５８９，３００千円

創生臨時交付 インバウンド推進事業費に対するもの　　　　　　　　　　　　　　　６１，３８５千円

金

区 分 金 額
説 明
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千円 千円 千円

 23 繰越金 7,615,103  236,500  7,851,603  

  1 繰越金 7,615,103  236,500  7,851,603  

  1 繰越金 7,615,103  236,500  7,851,603  

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

計 414,756,557  6,881,000  421,637,557  
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（歳　入）  23   繰越金

節   

千円

前年度繰越金 236,500  

区 分 金 額
説 明
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3  歳    出

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  2 総務費 39,063,646 92,300 39,155,946 56,659 35,641 

  1 総務管理費 14,601,070 92,300 14,693,370 56,659 35,641 

 24 カーボンニュー 698,950 92,300 791,250 56,659 35,641 

トラル推進費

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款　　項　　目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳
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（歳　出）   2   総務費

節       

千円

18 負担金補助及 92,300 1 再エネ・省エネ推進事業 92,300千円 

び交付金

区 分 金 額
説 明
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  3 民生費 122,487,312 5,092,700 127,580,012 5,046,745 45,955 

  1 社会福祉費 27,385,313 4,995,161 32,380,474 4,987,014 8,147 

  4 障害者福祉費 21,169,387 21,017 21,190,404 12,870 8,147 

  6 臨時特別給付金 2,259,578 4,974,144 7,233,722 4,974,144 

給付事業費

  8 介護保険費 11,658,375 97,539 11,755,914 59,731 37,808 

  1 介護保険事業費 11,658,375 97,539 11,755,914 59,731 37,808 

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款　　項　　目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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（歳　出）   3   民生費

節       

千円

18 負担金補助及 21,017 1 障害福祉施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 21,017千円 

び交付金

 1 報酬 1,295 1 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金追加支給事業 4,974,144千円 

 3 職員手当等 1,818 　(1) 人件費 3,430千円 

 4 共済費 317 　　ア　会計年度職員 2,180千円 

10 需用費 341 　　イ　職員分 1,250千円 

11 役務費 23,161 　(2) 事務費 196,714千円 

12 委託料 172,992 　(3) 給付費 4,774,000千円 

14 工事請負費 220 

18 負担金補助及 4,774,000 

び交付金

18 負担金補助及 97,539 1 介護施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 97,539千円 

び交付金

区 分 金 額
説 明
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  7 商工費 9,880,581 1,696,000 11,576,581 1,041,096 654,904 

  1 商工費 9,880,581 1,696,000 11,576,581 1,041,096 654,904 

  4 産業振興費 2,243,230 1,596,000 3,839,230 979,711 616,289 

  7 観光・シティプ 3,495,464 100,000 3,595,464 61,385 38,615 

ロモーション振

興費

計 414,756,557 6,881,000 421,637,557 6,144,500 

国県支出金 地 方 債 そ の 他

736,500 

款　　項　　目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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（歳　出）   7   商工費

節       

千円

12 委託料 96,000 1 中小事業者等電力量料金高騰対策支援事業 636,000千円 

18 負担金補助及 1,500,000 2 中小企業脱炭素化推進事業 960,000千円 

び交付金 　(1) 中小事業者等省エネ設備導入支援事業 960,000千円 

18 負担金補助及 100,000 1 海外戦略推進事業 100,000千円 

び交付金 　(1) インバウンド推進事業 100,000千円 

区 分 金 額
説 明
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　１．一　般　職

（１）総　括

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(6,187)

補正後 8,757 5,827,532 37,849,455 22,971,243 66,648,230 13,196,563 79,844,793

(6,186)

補正前 8,757 5,826,237 37,849,455 22,969,425 66,645,117 13,196,246 79,841,363

(1)

比　較 0 1,295 0 1,818 3,113 317 3,430

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 4,387 841,932 1,163,815 680,645 471,778 10,248 458,079

補正前 4,387 841,932 1,163,815 680,645 471,778 10,248 458,079

比　較 0 0 0 0 0 0 0

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 35,142 1,472,484 600,534 4,612 1,194 9,542,003 7,111,416

補正前 35,142 1,471,234 600,534 4,612 1,194 9,541,435 7,111,416

比　較 0 1,250 0 0 0 568 0

千円 千円 千円

補正後 242,676 330,298

補正前 242,676 330,298

比　較 0 0

管理職手当
時間外勤務
手　　　当

管理職員
特別勤務手当

災害派遣手当

勤 勉 手 当期 末 手 当

特殊勤務手当単身赴任手当

宿日直手当

地 域 手 当扶 養 手 当

へき地手当

職員数

職

員

手

当

の

内

訳

退 職 手 当
義務教育等
教員特別手当

区　分

区　分

区　分

注　（　）内は再任用短時間勤務職員数及び短時間勤務の会計年度任用職員数の合計を外書きしたものである。

給 与 費 明 細 書

合　　計 備　　考

通 勤 手 当 住 居 手 当

共 済 費区　分

給　　　　与　　　　費

初任給
調整手当

-26-



　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(561)

補正後 8,757 37,849,455 21,956,980 59,806,435 12,368,715 72,175,150

(561)

補正前 8,757 37,849,455 21,955,730 59,805,185 12,368,715 72,173,900

(0)

比　較 0 0 1,250 1,250 0 1,250

初任給
調整手当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 単身赴任手当 特殊勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 4,387 841,932 1,163,815 680,645 471,778 10,248 458,079

補正前 4,387 841,932 1,163,815 680,645 471,778 10,248 458,079

比　較 0 0 0 0 0 0 0

へき地手当
時間外勤務
手　　　当

管理職手当 宿日直手当
管理職員
特別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 35,142 1,472,484 600,534 4,612 1,194 8,527,740 7,111,416

補正前 35,142 1,471,234 600,534 4,612 1,194 8,527,740 7,111,416

比　較 0 1,250 0 0 0 0 0

義務教育等
教員特別手当

災害派遣手当 退 職 手 当

千円 千円 千円

補正後 242,676 330,298

補正前 242,676 330,298

比　較 0 0

注　（　）内は再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。

　イ　会計年度任用職員

報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(5,626)

補正後 0 5,827,532 1,014,263 6,841,795 827,848 7,669,643

(5,625)

補正前 0 5,826,237 1,013,695 6,839,932 827,531 7,667,463

(1)

比　較 0 1,295 568 1,863 317 2,180

初任給
調整手当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 単身赴任手当 特殊勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後

補正前

比　較

へき地手当
時間外勤務
手　　　当

管理職手当 宿日直手当
管理職員
特別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 1,014,263

補正前 1,013,695

比　較 568

義務教育等
教員特別手当

災害派遣手当 退 職 手 当

千円 千円 千円

補正後

補正前

比　較

注　（　）内は、短時間勤務の会計年度任用職員数を外書きしたものである。

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考

職

員

手

当

の

内

訳

区　分

区　分

区　分

職

員

手

当

の

内

訳

区　分

区　分

区　分

区　分
職員数

区　分
職員数

給　　　　与　　　　費
共 済 費 合　　計 備　　考
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増 減 額

千円 千円

給料 0 １　給与改定に

　伴う増減分

２　昇給に伴う

　増加分

３　その他の増減

　分

職員 1,818 １　制度改正に伴
手当

　う増減分

千円

２　その他の増減

　分

1,250

568

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

教育職 教育職 教育職

円 円 円 円 円 円 円 円 円

324,902 353,748 316,564 515,206 319,924 327,086 395,455 356,747 297,072
円 円 円 円 円 円 円 円 円

384,867 395,599 408,984 875,494 366,412 377,822 448,854 399,991 348,976
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

42.08 52.07 40.06 54.12 42.04 42.12 48.05 42.05 38.08
円 円 円 円 円 円 円 円 円

324,987 353,748 316,564 515,206 319,924 327,044 395,455 356,828 297,007
円 円 円 円 円 円 円 円 円

383,628 395,143 424,907 893,330 367,763 377,458 449,946 400,054 348,186
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

42.07 52.06 40.05 54.11 42.03 42.11 48.04 42.04 38.07

令和５年
10月１日
現　　在

平均給料月額

平均給与月額

平 均  年 令

(高　校) (小中学校) (幼稚園)

令和５年
11月１日
現　　在

平均給料月額

平均給与月額

平 均  年 令

医　療
技術職

区　　　　　　　　　　　　分
一　般
行政職

技　能
労務職

消防職 医師職
看　護
保健職

勤 勉 手 当
義 務 教 育 等 教 員
特 別 手 当
災 害 派 遣 手 当
退 職 手 当

時 間 外 勤 務 手 当
管 理 職 手 当
宿 日 直 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当
期 末 手 当

地 域 手 当
通 勤 手 当
住 居 手 当
単 身 赴 任 手 当
特 殊 勤 務 手 当
へ き 地 手 当

1,818 初 任 給 調 整 手 当

増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　明

扶 養 手 当

備　　　　　　　　　考
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イ　初　任　給

円 円 （准看） 円

円 円 円 円 円 （看護） 円 円 円 円

から

まで

一般職 円 （准看） 円

総合職 円 円 円 円 円

から
一般職

まで

ウ　級別職員数

注　（　）内は再任用短時間勤務職員数を外書きしたものである。

（級別の標準的な職務内容）

次　　長
副 区 長
参　　事

部　　長
担当部長

会計管理者
区　　長
参　　与

７　級 ８　級 ９　級

職　名
事務職員

技術職員
主 　任

区課長補佐
副 主 幹
副 技 監

本庁課長補佐
主　　幹
技　　監

区 課 長

専 門 監

本庁課長
担当課長
副 参 事

区　分 １・２級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

79 100.0 3,738 100.0 272 100.06 100.0 140 100.0 219 100.03,180 100.0 167 100.0 889 100.0

(193) (100.0) (1) (100.0)(4) (100.0) (13) (100.0)
計

(243) (100.0) (43) (100.0) (30) (100.0)

1 0.543 1.4 2 0.2
９

1 0.749 1.5 10 1.1
８

5.0 5 2.3110 3.5 13 1.5 7
７

7 5.0 10 4.6167 5.2 39 4.4

6 2.2

６
(1) (0.4)

7.1 18 8.2253 8.0 149 89.2 74 8.3 10
５

3 3.8 150 4.0 41 15.13 50.0 19 13.6 45 20.5616 19.4 14 8.4 73 8.2

5.0 150 55.1

４
(43) (100.0)

46.4 106 48.4 2 2.5 185

(100.0)

1,267 39.8 520 58.5 2 33.3 65

(100.0) (1)(93.3) (4) (100.0) (13)
３

(241) (99.2) (28)

74 93.7 3,403 91.0 54 19.91 16.7 26 18.6 28 12.8470 14.8 89 10.0

(193) (100.0)

21 7.7

２
(1) (0.4) (2) (6.7)

3.6 6 2.7205 6.4 4 2.4 69 7.8 5

100.0 272 100.0

令

和

５

年

10

月

１

日

現

在

１

100.0 219 100.0 79 100.0 3,740

(100.0)

3,180 100.0 167 100.0 889 100.0 6 100.0 140

(100.0) (193) (100.0) (1)(100.0) (4) (100.0) (13)
計

(242) (100.0) (43) (100.0) (30)

1 0.542 1.3 2 0.2
９

0.749 1.5 10 1.1 1
８

7 5.0 5 2.3110 3.5 13 1.5
７

5.0 10 4.6167 5.2 39 4.4 7
６

(1) (0.4)

6 2.210 7.1 18 8.2253 8.0 149 89.2 74 8.3

15.1

５

20.5 3 3.8 150 4.0 418.2 3 50.0 19 13.6 45616 19.4 14 8.4 73

150 55.1

４
(43) (100.0)

106 48.4 2 2.5 185 5.0520 58.5 2 33.3 65 46.4

(1) (100.0)(4) (100.0) (13) (100.0)

91.0 54 19.9

３
(240) (99.2) (28) (93.3)

18.6 28 12.8 74 93.7 3,405470 14.8 89 10.0 1 16.7 26

(193) (100.0)(6.7)

21 7.7

２
(1) (0.4) (2)

5 3.6 6 2.7

人 ％

206 6.5 4 2.4 69 7.8

人 ％ 人 ％ 人 ％人 ％ 人 ％ 人 ％

令

和

５

年

11

月

１

日

現

在

１
人 ％ 人 ％

1,267 39.8

数 比 数 比 数 比数 比 数 比 数 比
員 成 員 成

数 比 数 比 数 比
員 成 員 成 員 成

職 構
員 成 員 成 員 成 員 成

職 構 職 構 職 構職 構 職 構 職 構

医療技術職 看護保健職
教　育　職 教　育　職 教　育　職

（高　校） （小中学校） （幼稚園）
区

分

級

一般行政職 技能労務職 消　防　職 医　師　職

職 構 職 構

202,800 228,500
196,200 224,600

183,500

大学卒
200,700 147,100

264,700

国の制度

高校卒
経験年数に
応じて

166,600

211,785 206,083 230,215 230,215 206,083
224,818

174,010

大学卒
206,083

166,984
206,083 264,700

市の制度

高校卒
経験年数に
応じて

174,010 174,010

看護保健職
教育職 教育職 教育職

（高　校） （小中学校） （幼稚園）
区　　分 一般行政職 技能労務職 消防職 医師職 医療技術職
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エ　昇給

教育職 教育職

人 人 人 人 人
172  887  145  3,766  277  

172  887  145  3,766  277  

127  651  106  2,711  204  

36  187  31  942  58  

105  

9  49  8  8  15  

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

172  887  145  3,766  277  

172  887  145  3,766  277  

127  651  106  2,711  204  

36  187  31  942  58  

105  

9  49  8  8  15  

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

オ　期末・勤勉手当

注　（　）内は再任用職員の支給率である。

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

1  47  20  676  

2,352  5  162  

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９国の制度
定年前早期退職

特例措置
(2％～45％加算)

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９

備　考

支給率等

月分 月分 月分 月分 定年前早期退職
特例措置

(3％～45％加算)

区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
その他の
加算措置等

国の制度 有（１．１５） （１．２０） （２．３５）

２．２０ ２．３０ ４．５０

補 正 前 有（１．１５） （１．２０） （２．３５）

２．２０ ２．３０ ４．５０

（１．１５） （１．２０） （２．３５）

２．２０ ２．３０ ４．５０

１２　月

補 正 後

月分 月分 月分

有

100.0  100.0  100.0  100.0  

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考
６　月

12  

  比　　率　(B)／(A)
％

100.0  

2  

8号給
人

277  176  

20  

7号給
人

107  

6号給
人

1,998  676  1  47  

6,375  2,352  5  162  57  号給数別

内　訳

2号給
人

4号給
人

　職員数　　　（Ｂ） 8,757  3,204  6  221  79  

8,757  3,204  6  221  79  
　昇給に係る 人

100.0  100.0  100.0  

補

正

前

　職　員　数　（Ａ）
人

12  

  比　　率　(B)／(A)
％

100.0  100.0  

2  

8号給
人

277  176  

7号給
人

107  

人

1,998  

6,375  57  号給数別

内　訳

2号給
人

4号給
人

6号給

　職員数　　　（Ｂ） 8,757  3,204  6  221  79  

8,757  3,204  6  221  79  
　昇給に係る 人

(高　校) （小中学校） （幼稚園）

補

正

後

　職　員　数　（Ａ）
人 人 人 人 人

区　　　　分 合　　計

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般
行政職

技　能
労務職

消防職 医師職
医　療
技術職

看　護
保健職

教育職
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　　キ　地　域　手　当

　　ク　特殊勤務手当

教育職 教育職 教育職

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1.2  0.3  3.0  3.1  38.2  0.2  0.7  2.5  1.5  

37.9  14.6  46.7  84.4  100.0  18.6  21.5  57.0  50.1  

　　ケ　その他の手当

区　　分
国の制度
との異同

扶養手当 同

住居手当 異

　　①と②の合計額｡但し､55,000円限度。 　　①と②の合計額｡但し､55,000円限度。

　環境への負荷の低減を図るため、1,000円

の加算又は減額の措置あり。

　　使用距離に応じて支給｡31,600円限度。 　　使用距離に応じて支給｡31,600円限度。

③　交通機関等と交通用具を併用して通勤する職員 ③　交通機関等と交通用具を併用して通勤する職員

　超えるときは、支給単位期間につき、55,000円に

　支給単位期間の月数を乗じて得た額が限度。 　支給単位期間の月数を乗じて得た額が限度。

②　自動車等交通用具を使用して通勤する職員 ②　自動車等交通用具を使用して通勤する職員

通勤手当 異

①　交通機関等を利用して通勤する職員 ①　交通機関等を利用して通勤する職員

　　支給単位期間につき､運賃等相当額｡ 　　支給単位期間につき､運賃等相当額｡

　但し、一か月当たりの運賃等相当額が55,000円を 　但し、一か月当たりの運賃等相当額が55,000円を

　超えるときは、支給単位期間につき、55,000円に

内　　　　　　容 国　の　制　度　の　内　容

　他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受
けている親族のある職員。
・ 配偶者、父母等　6,500円
　行政職給料表８級及びこれに相当する職務の職員
にあっては、3,500円。
　行政職給料表９級及びこれに相当する職務の職員
に対しては、支給しない。
・ 子　10,000円
　特定期間（15～22歳）にある子がいる場合は、１
人につき5,000円を加算。

　他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受
けている親族のある職員。
・ 配偶者、父母等　6,500円
　行政職俸給表（一）８級及びこれに相当する職務
の職員にあっては、3,500円。
　行政職俸給表（一）９級以上及びこれに相当する
職務の職員に対しては、支給しない。
・ 子　10,000円
　特定期間（15～22歳）にある子がいる場合は、１
人につき5,000円を加算。

　自ら居住するため住宅又は貸間を借り受け、月額
12,000円を超える家賃又は使用料を支払っている職
員。
　家賃又は使用料の額に応じて算出した額。但し、
25,700円限度。

　自ら居住するため住宅又は貸間を借り受け、月額
16,000円を超える家賃又は使用料を支払っている職
員。
　家賃又は使用料の額に応じて算出した額。但し、
28,000円限度。

（小中学校） （幼稚園）

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率
（令和５年１１月１日現在）

代表的な特殊勤務
手当の名称

調査収納手当・社会福祉業務手当・環境衛生手当

区　　　　分 全職種

代　　表　　的　　な　　職　　種

一　般
行政職

技　能
労務職

消防職 医師職
医　療
技術職

看　護
保健職 （高　校）

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

％ ％ ％

１６ ３ ２０

３ １８

支 給 対 象 職 員 数
人 人 人

８，７４９ ８

支給対象地域

浜　　　　松　　　　市

東　京　都医療業務に従事する
職員のうち

市長が定める者
その他の者

 支      給      率
％ ％ ％

１６

-31-


